機密保持及び個人情報保護に関する契約書

○○○○株式会社（以下「甲」という）と株式会社シーエスクリエイト（以下「乙」という）とは、甲乙間にて指定仕様商品（以下「本件」という）に係わる情報交換を行う際の機密保持及び甲が乙に預託する個人情報保護等に関して、次のとおり契約を締結する。

第１条（本契約の目的）

　　本契約は、甲および乙が、双方の利益に資するため、本件に関してそれぞれ保有する技術上

および営業上の情報を相互に開示・交換する際の条件を定めること、並びに、乙が本件を遂行するために甲が乙に個人情報を預託した際の条件を定めることを目的とする。

第２条（機密情報） 

本契約において「機密情報」とは、本契約期間中に甲および乙が相互に開示・交換しまたは

自ら知り得た本件に関する有形無形の技術上、営業上、その他一切の有用な情報のうち、開示した当事者が口頭または書面により機密である旨を指定したものをいう。

２．前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当することを開示を受けた当事者が証明することができる情報は、機密情報には含まれないものとする。

（１）開示の時点ですでに公知の情報、またはその後開示を受けた当事者の責によらずして公知となった情報。

（２）開示を受けた当事者が、第三者から機密保持義務を負うことなく正当に入手した情報。

（３）開示の時点ですでに開示を受けた当事者が保有している情報。 ただし、甲乙間にて締結さ

れた契約により機密保持または目的外使用禁止義務を負っている情報については、当該契約の定めに従うものとする。

（４）開示を受けた当事者が、開示された情報によらずして独自に開発した情報。

（５）開示した当事者が、第三者に対し機密保持義務を課すことなく開示した情報。 

（６）管轄官公庁もしくは法律の要求により開示された情報。

３．前項の第三者とは、甲および乙の役員・従業員、甲または乙が指定し相手方が同意した者（以下「従業員等」 という）以外の者をいう。

第３条（守秘義務） 

甲および乙は、相手方から開示された機密情報を機密として保持し、事前に相手方の書面に

よる承諾を得ることなく、第三者に開示しまたは漏洩しないものとする。

２．甲または乙は機密情報を紛失した場合には、直ちに相手方に対し連絡し、追って原因の追求
及び再発防止策の策定を行い、これを相手方に報告の後、速やかに再発防止策を実施しなけれ
ばならない。

３．甲および乙は、本件事業遂行上必要な場合のほか、機密情報または機密情報を含む物件につ
いて、複製、複写、翻案、翻訳等の行為をしてはならない。 

４．甲および乙は、本契約に規定されている機密保持義務について、本件に関与する自己の従業
員等に遵守させるものとする。

５．甲および乙が相手方の書面による承諾を得て機密情報を第三者に開示する場合には、当該第
三者に対して、本契約に基づき自己が負う義務と同一の義務を負わせなければならない。

第４条（目的外使用禁止） 

甲および乙は、相手方から開示された機密情報を本件の目的にのみ使用するものとし、事前

に相手方の書面による承諾を得ることなく他のいかなる目的にも使用しないものとする。

第５条（他契約との関係） 

本契約は、甲乙間のいずれの機密保持契約にも影響を及ぼさないものとする。

２．本契約は、機密情報の取扱いについて、甲乙間の書面による合意の上、本契約とは異なる条

件を個別に定めることを何ら妨げるものではない。

第６条（個人情報）

本契約において「個人情報」とは、本件に関し甲が乙に預託する個人に関する情報であり

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別できるものをいう。また当該情報だけでは識別できないものであっても、他の情報と容易に照合することが可能で、それによって特定の個人を識別できる情報の組み合わせを含む。

第７条（情報利用の制限）

　　乙は、個人情報の利用を本件遂行の目的に限定するものとする。

第８条（第三者への開示等の制限）

　　乙は、事前に個人情報の本人および甲が同意している場合並びに法令等により開示が要求
　される場合を除き、第三者に個人情報を開示してはならないものとする。

２．事前に個人情報の本人および甲が開示に同意している場合であって、甲に委託の承諾を得た
上で乙が本件または本件の一部を第三者に委託するときは、当該第三者に対して、本契約に
基づき乙が負う個人情報に関する義務と同一の義務を負わせなければならない。この場合に
おいて乙は重畳的に義務を負うものとする。

第９条（情報管理責任者）

　　乙は、個人情報の管理につき管理責任者（以下「情報管理責任者」という）を定め、その
　氏名及び職名等を甲に文書で通知し、変更ある場合はその都度甲に文書で通知しなければなら　

ない。

２．乙は情報管理者をして個人情報を個人情報保護法等に従い適切･適法に管理し、漏洩・改ざん・

不正アクセス等がないようにセキュリティ措置を講じさせなければならない。

第１０条（個人情報の預託・搬送等）

　　個人情報の預託･搬送等については、別途定めるものとする。

第１１条（個人情報事故発生時の対応）

　　乙は、個人情報の漏洩・紛失・滅失等の事故が生じた場合、速やかに甲に対し連絡すると　　　　　

　ともに、事故等の原因を究明し適切な措置を講じるものとする。

第１２条（本契約終了時の取扱い） 

甲および乙は、本契約終了後相手方の要請により相手方から提供された機密情報およびその

複製物を返却、または相手方の指示に従い廃棄するものとする。

２．乙は、甲から預託された個人情報およびその複製物を返却、または甲の指示に従い復元でき

ないように廃棄するものとする。

第１３条（知的財産権等） 

甲および乙は、本契約に基づきいかなる知的財産権またはその実施権を取得するものでは　　

ない。

第１４条（損害賠償）

甲または乙は、相手方が本契約に違反し、それに起因する損害を被った場合には、相手方に

対し損害賠償請求をすることができる。

第１５条（開示義務の否認） 

本契約のいかなる条項も、甲および乙に対し、情報開示義務を課すものと解釈されてはなら

ない。

第１６条（有効期間） 

本契約の有効期間は、契約締結の日から本件に関する取引が継続する期間中有効とする。

２．前項の規定にかかわらず、第２条ないし第８条及び第１１条ないし第１４条の規定は、本契

約終了後も有効に存続するものとする。

第１７条（合意管轄） 

本契約に関する一切の紛争（裁判所の調停手続きを含む）は、被告の本社所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。
第１８条（協議事項） 

本契約に定めのない事項、本契約の規定に関する疑義または本契約の変更については、甲

乙協議の上、誠意をもってこれを決定する。 

以上、本契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各１通を保有する。

令和　　　年　　月　　日

甲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
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